
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 阪 府   茨 木 市 

令和７年度 

決算の概要と主な財政指標 





一般会計決算の概要

- = - =

実質収支

　（３）義務的な歳出一般財源（人件費、社会福祉経費、公債費）の状況

1,175.7億円 1,139.4億円 36.3億円 26.1億円 10.2億円

（うち財政調整基金積立額）

5.1億円

　（２）税等一般財源の状況

　（１）一般会計決算額

《歳入決算額》 《歳出決算額》 形式収支 繰越財源
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図１図１図１図１ 市税・譲与税等一般財源の推移市税・譲与税等一般財源の推移市税・譲与税等一般財源の推移市税・譲与税等一般財源の推移 (億円億円億円億円)
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図図図図２２２２ 義務的な歳出一般財源義務的な歳出一般財源義務的な歳出一般財源義務的な歳出一般財源の推移の推移の推移の推移 (億円億円億円億円)

人件費 社会福祉経費 公債費

0

◎義務的な経費の増加が続く厳しい状況
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点線枠内は臨時財政対策債を除いた税等一般財源 ※譲与税・交付金のうち個人市民税の減収補填に伴う地方特例交付金

620

◎市税収入の増等により税等一般財源を確保

令和７年度は、定額減税の終了に伴い、個人市民税の減収を補填する地方特例交付金が13億円
減となったものの、物価や株価上昇の影響を受け、地方消費税交付金や株式譲渡所得割交付金等
が増となったことから、譲与税・交付金は４億円の減にとどまり、市税収入では、個人所得や新
築家屋の増加等により、30億円増の553億円となりました。その他、国の経済対策等に伴う普通
交付税の増に伴い、税等一般財源の総額は、前年度より29億円増の687億円となりました。

なお、市税収入については増収傾向にありますが、国施策や社会情勢等により、税等一般財源
の確保は不透明であることから、今後の動向については注視する必要があります。

公債費は計画的な市債発行に努めていることにより
減額となりましたが、人件費は国の給与改定に準じ職
員給や会計年度任用職員報酬等を増額改定したこと等
により約７億円増加しました。

社会福祉経費については、保育や障害福祉に係る給
付費の増や、高齢化の進展に伴い、介護特会・後期特
会への繰出金の増等により、事業費ベースで増加した
ものの、一般財源ベースでは、保育や障害給付に係る
国府負担金の精算等に伴い約２億円減少しました。

今後も、引き続き義務的経費の増加が予測されるこ
とから、柔軟な財政構造の保持や将来負担の抑制に努
め、「財政の健全性」の確保に向け取組んでいく必要
があります。

長期化する物価高騰等に対し、厳しい経済状況にある世帯等への支援に継続して取り組むと
ともに、「財政の健全性」を確保のもと、“次なる茨木”を共創する取組の推進により、誰
もが「安全・安心」「豊かさ・幸せ」を実感できるまちづくりを着実に推進

市税 譲与税・交付金等 普通交付税 赤字補てん債（臨時財政対策債）

658

(13※)
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　（４）市債、基金の状況

　（５）経常収支比率の状況

　（６）財政の健全性を確保のもと「今」と「将来」に対応した市民サービスの充実を図る

◎将来の財政負担に備え、基金を充実

163 155

113 116 122

77 79

79 86
95

0

50

100

150

200

250

R3 R4 R5 R6 R7

図４図４図４図４ 基金残高の推移基金残高の推移基金残高の推移基金残高の推移 (億円億円億円億円)

202
217

240 234

192

◎財政健全化の取組により、市債残高を抑制

247
300

357 388 384

221
196

172
151 130

0

100

200

300

400

500

600

R3 R4 R5 R6 R7

図３図３図３図３ 市債残高の推移市債残高の推移市債残高の推移市債残高の推移 (億円億円億円億円)
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◎税等一般財源の増等により比率は低下

赤字補てん債（臨時財政対策債等）建設債
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図５図５図５図５ 経常収支比率の推移経常収支比率の推移経常収支比率の推移経常収支比率の推移 (％％％％)

　茨木市（臨時財政対策債を含む）

　府内都市平均（臨時財政対策債を含む）

　茨木市（臨時財政対策債を除く）

市債には、ハード事業の財源となる建設債と一般財
源の不足を補う赤字補てん債があります。

建設債は、中学校給食センターや小中学校体育館空
調の整備等の完了に伴い新規借入額を抑制したことに
より、残高を減少させることができました。赤字補て
ん債については、臨時財政対策債の新規発行がなく
なったことから償還が進み、残高は減少しています。

今後も、ハード事業の適切な選択等により、健全財
政の確保に向け効果的・効率的な市債発行に努めてま
いります。

事業実施に備え積立を行う特定目的基金について、
駅周辺再整備やごみ処理施設の長寿命化等の事業に備
え充実を図ったことにより、残高は122億円となりま
した。

また、災害や急激な財源不足等に備え、法令で設置
を義務付けられている財政調整基金については、令和
７年度は、物価高騰対策等の財源として0.5億円を活
用した一方で、国の補正予算による財源や決算剰余金
を適切に積み立てた結果、残高は95億円となりました。

数値が低いほど、財政構造に弾力性がある（政策的
経費の実施割合が高い）ことを示す経常収支比率にお
いて、令和７年度は、分子となる歳出面においては、
人件費の増をはじめ、中学校全員給食の通年実施や物
価高騰等の影響により物件費等が増加となる一方で、
分母となる歳入面においては、市税や地方消費税交付
金等の増収により増加しました。

その結果、分母となる歳入の増加が分子となる歳出
の増加を上回ったことから、比率が1.5㌽低下しまし
た。

今後も、財政構造の弾力性を維持するために、引き
続きビルド＆スクラップの実践等、財政の健全化の取
組みを進めていきます。

　府内都市平均（臨時財政対策債を除く）

特定目的基金 財政調整基金

今後も「財政の健全性」を確保のもと“次なる茨木”の実現に向けた取組みを着実に推進します。

３.「将来」を見据えた魅力あるまちづくり
○安威川ダム周辺整備や広告物改修等への補助など"魅力あるまちづくりの推進"
○中学校インターホンの整備や小中学校トイレの洋式化など"教育環境の充実"

２.「今」必要なサービスの充実
○児童生徒用GIGA端末の更新やスクールサポーターの再編など"学校教育の推進"
○私立保育所等運営補助金の拡充やつどいの広場への支援など"子育て支援の充実"
○北保健福祉センターの開設や障害者歯科診療の実施など"福祉・医療施策の推進"
○災害用備蓄物資の拡充や市民水害対策訓練の実施など"防災対策の推進"

４.将来の財政負担を考慮し「財政の健全性」を確保
○基金の充実（駅周辺再整備基金、衛生処理施設整備等基金、公共施設等総合管理基金）
○市債発行の抑制（建設債について予算額より借入れ額を抑制）

１.長期化する物価高騰への対応
○プレミアム付商品券の発行や福祉事業所・医療機関等への支援などの"物価高騰対策"

※「府内都市平均」は政令市除く、R7年度数値は市試算による暫定値
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